
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名 松前町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

835 2,512 178 3,525

１．一般会計の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 4,963 4,816 147 145 144 6,504

２．公営企業会計等の財政状況

（１）公営企業会計 （単位：百万円）

水道事業会計 190 166 24 222 20 321 105 法適用企業

病院事業会計 1,210 1,284 △ 74 △ 466 139 192 132 法適用企業

（２）その他特別会計 （単位：百万円）

1,627 1,671 △ 44 △ 44 224 － －

1,472 1,510 △ 38 △ 38 138 － －
介護特別会計
(保健事業勘定) 771 748 23 23 164 － －
介護特別会計
(サービス事業勘定) 14 13 1 1 9 － －
（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
２．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
３．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

1,596 1,587 9 9 － 1,011 165

1,493 1,471 22 22 － 4,378 293

55 48 7 7 － － －

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

松前町土地開発公社 0 20 5 － － 0 0 0

５．基金の状況
（単位：百万円） （単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

財政調整基金(a) 343 275 △ 68 19 19 0

減 債 基 金 (b) 20 20 0 － － －

その他充当可能基金(c) 181 181 0 － － －

充当可能基金 計(d) 544 476 △ 68 563 495 △ 68

（注） １．｢充当可能基金｣とは｢将来負担比率｣の算定において、一般会計等が今後負担すべき地方債の償還などへ充てることができる基金の額をいう。

（注） ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A
平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 2.50 4.12 1.62 △ 15.00 △ 20.00 123.6

連結実質赤字比率 △ 4.45 △ 20.00 △ 40.00 △ 42.2

実質公債費比率 17.1 15.5 △ 1.6 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 131.2 350.0

財 政 力 指 数 0.21 0.21 0.0

経 常 収 支 比 率 89.7 91.2 1.5

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律△ 20％である（公営競技は0％）。

渡島・檜山地方税滞納整理機構

国保特別会計

老保特別会計

渡島西部広域事務組合

渡島廃棄物処理広域連合

純損益
資金剰余額／不
足額

他会計等か
らの繰入金

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体からの
損失補償に
係る債務残高

その他(d～fいずれにも当てはまらない基金)(g)

実質収支
企業債（地方
債）現在高

形式収支 実質収支
他会計等か
らの繰入金

病院事業会計

水道事業会計

形式収支 実質収支

資金不足比率
（公営企業会計名）

合計(d+e+f+g)

左のうち一般会計
等負担見込額

会計名

会計名 総収益 総費用

歳入 歳出

備考
企業債（地方
債）現在高

他会計等か
らの繰入金

備考

備考
企業債（地方
債）現在高

左のうち一般会計
等繰入見込額

地方債現在高

備考
他会計等か
らの繰入金

備考
当該団体か
らの貸付金

当該団体からの
債務保証に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

一部事務組合等名 歳入 歳出

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

その他基金名

備荒資金(超過分)(e)
合併特例債により造成された基金(f)

(該当する市町村のみ記載)

左のうち一般会計
等繰入見込額

会計名 歳入 歳出 形式収支



７．用語解説

経 常 収 支 比 率

人件費・扶助費・公債費等の経常的に支出される経費を町税・普通交付税等の使途が特定され
ていない経常的に収入される額で除して得られた割合
財政構造の弾力性を示す比率で、小さいほど弾力性があり臨時的な財政需要に対して余裕をも
つこととなる。

実 質 公 債 費 比 率

地方債の元利償還金（公営企業や一部事務組合の元利償還金含む）を標準財政規模で除して得
られた数値の過去３年間の平均値
地方債の発行に際し、１８％以上で許可が必要となり、２５％以上では一部の事業が許可され
ない。
また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき２５％以上では早期健全化団体、３
５％を超えると財政再生団体と位置づけられ財政の健全化または財政の再生に係る取り組みを進
めていかなければならない。

財 政 力 指 数
普通交付税の算定の基礎となる、収入額を需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均値
地方公共団体の財政力を示す指数で、大きいほど財政力が強いと考えられ、「１」以上になる
と普通交付税が交付されない。

将 来 負 担 比 率
地方債の残高のほか、将来負担すべき実質的な負債の額を標準財政規模と比較した比率
地方公共団体の財政の健全化に係る法律に基づき３５０％以上で早期健全化団体と位置づけら
れ財政の健全化に係る取り組みを進めていかなければならない。

連 結 実 質 赤 字 比 率

全ての会計を対象とした実質赤字（資金不足額）の標準財政規模に対する比率
地方公共団体の財政の健全化に係る法律に基づき２０％以上では早期健全化団体、４０％を超
えると財政再生団体と位置づけられ財政の健全化または財政の再生に係る取り組みを進めていか
なければならない。

実 質 赤 字 比 率

一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
地方公共団体の財政の健全化に係る法律に基づき１５％以上では早期健全化団体、２０％を超
えると財政再生団体と位置づけられ財政の健全化または財政の再生に係る取り組みを進めていか
なければならない。

臨時財政対策債発行可能額
一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方債
地方公共団体の基準財政需要額を基本に発行可能額が算定される。

標 準 財 政 規 模
普通交付税に税収入額を加算した額（健全化判断比率においては臨時財政対策債も加算とな
る）

財 政 調 整 基 金 災害復旧や建設事業等の実施により不足する財源を補う目的で貯金している基金

減 債 基 金 町債の償還の財源に充てる目的で貯金している基金

形 式 収 支
歳入（総収益）から歳出（総費用）を単純に差し引いた額

純 損 益

実 質 収 支 形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額

資 金 剰 余 （ 不 足 ） 額
流動資産(現金・未収金等)の額から流動負債(一時借入金・未払金等)及び繰越財源充当額の額
を差し引いた額


